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健康づくり無関心層も含めた行動変容事業としての健康ポイント
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地域及び職域における第一次予防としての健康づくり施策の効果が不十分であることは、「健康日本21」の評価などから
も明らかである。久野らはその要因の一つとして、これまでの施策効果が届いているのは、ヘルスリテラシーや健康に関す
る関心が比較的高い層であり、ヘルスリテラシーが低く、健康づくりに対して関心が低い層（無関心層）へのアプローチが不
足していることを指摘している（2010年）。さらに、この無関心層は約7割をも占めている可能性があること、健康に対する新
たな情報収集をほとんど行っていないという特性が明らかにされている（下図）。

健康に関する情報収集を行っていない無関心層は、ヘルスリテラシーの向上が起こりにくく、そのため行動変容も期待し
にくい。このことは、保険者が現状の健康施策において工夫を凝らそうが、無関心層は自律的に情報収集を行っていないの
であれば、その施策は彼らに届かず、当然ながら効果は期待薄となる。

そこで、今後の健康長寿社会の実現に向けて必要な施策は、この無関心層へのアプローチといえる。また、久野らは無
関心層も均一な集団ではないため、この層を動かすためには効果の確認された複数の施策からなる政策のパッケージ化が
必要であり、インセンティブ策はそのパッケージに構成される施策の有力候補と指摘している（2014年）。

生活習慣病の予防に必要な運動量不足（67.5%）
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① インセンティブ策実施の背景：健康づくり無関心層への対策が重要
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② ヘルスリテラシーの定義



Copyright © 2015  Kuno Lab., University of Tsukuba. All Rights Reserved 筑波大学 久野研究室

健康づくりを開始するためには、健康に関する一定のリテラシーレベルに到達していることが必要条件である。しかしながら
、それは十分条件ではなく、リテラシーの高まりによりセルフエフィカシーと呼ばれる健康づくりに対する自信が高まることが知ら
れており、これが高まって初めて様々な阻害要因に打ち勝って健康づくりの開始、そして継続という良い循環に入ることが明ら
かにされている（図２左）。しかしながら、伝統的な健康教育は、このルートの効果性を高める取り組みを長年続けてきたが、成
果は小さいのが現状である。

それゆえ、これまでの通常の行動変容を導く方法では、無関心層は健康情報を取ろうとしない層であるため、リテラシーの向
上は望めず、したがってセルフエフィカシーの向上も期待できない。それゆえ、通常ルートではない方法で、健康づくりを開始す
る別ルートの開発が必要となるが、インセンティブ策はその方法として有力と考えられる。なぜならば、インセンティブが無関心
層において健康づくりを開始するための別ルート（行動変容バイパス）の役割を果たしてくれるからである（図２右）。

③ インセンティブ策がなぜ必要なのか
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④ 住民の金銭的インセンティブ策に対する反応

健康づくりの現場で金銭的インセンティブ策を自治体等が実施することに関して、久野らは、新潟市、三条市、見附市、伊達
市、岐阜市、高石市、豊岡市の住民約７０００人に対して調査（有効回答３１３５人）を実施した（２０１４年）。その結果、５３．１％
が「賛成」、１７．８％が「反対」、残りが「どちらともいえない」という回答であった。これは、国民が本施策に対して一定の理解を
示していると判断できる。
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健康ポイントで、身体活動量に着目している理由としては、① 下図左にあるようにWHOの報告によると死亡リスクの4位
に「運動不足」が位置づき、これまでのエビデンスからも運動不足の解消は2位のタバコの要因を除いて、他の全要因の改
善にもつながることが示されているからである。また、さらに今後75歳以上高齢者が増加する社会が到来するが、これによ
り認知症の増大が見込まれ、その予防強化は重要な社会課題であるが、ここでも運動不足が認知症の発症に一定の影響
を及ぼすことが示されている（下図右）。

6

⑤ ポピュレーションアプローチとしてインセンティブ策を機能させるために （１） エビデンスに基づくポイント付与が重要
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⑤ ポピュレーションアプローチとしてインセンティブ策を機能させるために （２） インセンティブの魅力が重要

行動変容のバイパス機能、すなわちインセンティブ策を機能させるためには、インセンティブそのものは魅力あるものを用
意しなければならない。成功報酬が低いと、下図（左）にあるようにほとんどインセンティブは効いてこない。一方、成功報酬が
高い場合、確定型（入会すれば報酬がもらえる）、努力型（日常の歩数に応じて）、成果型（例：体重３kg減）では、確定型への
参加率が高いが、成果は努力型が他の２群よりより高い傾向を示した。そこで６市大規模実証実験では、ポイントの付与は、
日常の努力と成果の組み合わせを中核とし、加えて毎回のプログラムへの参加及び健診受診も対象として、前述のような多
数の参加者を得ることが出来ている。

また、１人当たりの年間得られるポイント総額は２４０００円相当である。これは、事前に約５０００名から行動を起こす金額
を調査したところ、月額２０００～４０００円の反応額が高かったため、その中で最も低い２０００円で実証実験は実施している。
この結果でさらに重要な点は、インセンティブが低い額（月額５００円）及び高い額（月額１万円）でも反応が悪い点である。イン
センティブ額が高すぎると、相当大変なことを行わなければならないという不安が、参加意思を弱めている。加えて、反応が弱
かったのは、地元の名産品との交換、及び抽選型などであった。
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⑤ ポピュレーションアプローチとしてインセンティブ策を機能させるために （３） 事業のICT化が重要

これまでに参加者に手帳を渡すスタンプ方式でのインセンティブ策を実施している保険者は、関連保健事業への参加をポ
イントの対象としており、実際の健康づくりの努力や成果にはポイント付与が出来ていない。また、事業の運営側が手作業で
の集計業務にあたるため、大規模な人数の参加が事実上制限されている。これらの課題を解決するためには、ICTを活用し
た仕組みで運営することが効果的である。下図には、６市大規模実証実験での共通プラットフォームを示したが、この仕組み
のおかげで、少ないスタッフで大規模な参加者の運営を可能としている。
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⑤ ポピュレーションアプローチとしてインセンティブ策を機能させるために （４） 手軽なプログラム準備が重要

６市大規模実証実験では、６市で１３２のプログラム（自治体or民間主催）が対象とされているが、参加者の約７割がライ
フスタイルの中で運動や食事をうまくコントロールすることを支援するe-combinedエクササイズと呼ばれるICT化されたプロ
グラムに参加している（下図左右）。特に、無関心層ほどその傾向が強いことも示されている。無関心層を取り組むためには、
手軽に取りかかることが出来るプログラムや仕組みを用意することが重要である。
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⑤ ポピュレーションアプローチとしてインセンティブ策を機能させるために （５） 広報の重要性

いくら魅力的なインセンティブを用意しても、それが住民に届かなければ反応は見られない。実際に見附市では、定員の１
５％しか埋まらなかったポイント事業が口コミを誘発させる広報を実施したところ、定員を５倍にしても定員以上の参加者が集
まった（下図左）。これは、魅力あるインセンティブが用意されていることを前提とし、下図（中央）にもあるように住民に事業の
周知を徹底的に行ったことが成果が得られた要因として考えられる。実際に参加の決め手となった情報源では、「口コミ」が２
位を２倍以上引き離して１位である（下図右）。
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⑤ ポピュレーションアプローチとしてインセンティブ策を機能させるために （６） 医療費適正化の観点から

下図に示されたデータは、日常の歩数をレベル別に分類した３群と各年代の一人当たり総医療費との関係を示したもので
ある。これを見ると、各年代とも１日当たり歩数が９０００歩以上の群がより低い医療費を示している。それゆえ、事業計画を構
築するときには、ポイント付与の対象を事業目的（健康度の改善内容やどの程度の医療費の抑制を狙うかなど）に応じた内容
（プログラム）にすること、とくに国保会計等の適正化を狙う場合は、その目標に応じた世代の設定や参加者数の設定を行う
必要がある。

定員の決め方の例： 国保会計における抑制希望額＝参加者数×ポイント事業での予定抑制額
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⑤ ポピュレーションアプローチとしてインセンティブ策を機能させるために （７） ポイントの使い道

インセンティブの内容を魅力的にすることは、決してその金額だけではなく、もう一つ重要なのは貯まったポイントの使い道
である。６市大規模実証実験では、３つのコースを用意し、参加時に住民が好きなコースを選択できるように設定した。その結
果、７８％が全国、もしくは地域商品券を選択している。一方、都市部と地方部、若年者と高齢者を比較すると、何れも前者に
おいて共通ポイントの選択率がより高い傾向も示されている。

原資の一定部分を保険者が負担する観点から自治体が本事業を実施する場合は、地元でポイントが消費されるよう誘導
することは、地域経済への活性化というメリットも得られると同時に、参加者への広報活動などに地元商店街等の協力が得や
すいというメリットがある。さらに、インセンティブの効果を高めるためには、ポイント消費を自店に誘導するような流通におい
て独自のインセンティブを付けるような（時点で使った場合には換金率を高めるなど）仕掛けも有効である。一方、企業健保の
場合は、社員の住居地が多岐にわたるので、多様な既存で流通しているポイントへの交換が効果的である。
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⑥ インセンティブがポピュレーションアプローチ策として機能する可能性

２６年度より６市（福島県伊達市、栃木県大田原市、千葉県浦安市、新潟県見附市、大阪府高石市、岡山県岡山市）で実
証している健康ポイントの大規模実証実験では、６市いずれも目標数を達成出来ており、岡山市では約１５００人増の規模と
なっている。また、実証実験ではなく、通常の事業として２７年度より開始した兵庫県川西市、大阪府阪南市、千葉県白子町、
鹿児島県指宿市においても目標数をクリアできている。いずれの自治体もこれまでの保健事業の５倍から１０倍以上の定員
規模で募集したにもかかわらず、目標をクリアしている点が重要である。
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表左に示したように、６市（福島県伊達市、栃木県大田原市、千葉県浦安市、新潟県見附市、大阪府高石市、岡山県岡山
市）で実証した健康ポイントの大規模実証実験では、６４８５人の参加者中７６．６％が生活習慣病の予防に必要な運動量に
満たない住民の参加であり、またそのうちの３９．３％が非常に強い無関心層と分類される住民であることが示されており、イ
ンセンティブ策が無関心層を含めたこれまで健康づくりを開始していない層を動かす機能を持つことが示された。また、参加
者の特性としては、６０代と７０代が多く、女性の参加割合が高い傾向が示された（図右）。歩数では、厚労省の推奨歩数を下
回っている層が７８．３％であった。

⑦ インセンティブ策は無関心層の行動変容を促せるか （１） 無関心層の反応

６市健康ポイント大規模実証実験の結果（２０１４年）
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⑦ インセンティブ策は無関心層の行動変容を促せるか （２） 参加者の健診受診の有無とインセンティブの効果

６市大規模実証実験では、下記表（左）に示されているように６５３８人の参加者のうち、約２０％が未受診者の参加であっ
た。このことは、健康ポイントの参加者の大部分は、無関心層の中でも健診の受診はするものの、具体的な健康づくりを実
施・継続できていない層であることが示されている。

さらに本実験初回参加時に健診受診によりポイントが付くこと、及び健診結果が良い状態及び改善された場合にポイント
が付くことを説明した上で、来年度以降の健診受診の有無を聞いたところ、健診未受診者群においても６６．１％が受診の意
志を示した。このことは、健診受診に対してポイント付与することは、健診受診率の改善に効果的である。
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⑦ インセンティブ策は無関心層の行動変容を促せるか （３） 無関心層も含めて参加者を集める工夫

６市大規模実証実験における参加者動機は、各自に動機の１位から３位までを聞いたところ、１位と２位において健康の保
持・増進が１位で、２位がポイントがもらえることであった（図左）。また、この傾向は、無関心層及び関心層も同様な傾向を示
した。このことは、この実証実験では約７５％の無関心層が参加しているが、無関心層の中でも一定の健康への関心は持って
いるがこれまではほとんど健康づくりのための具体的な行動を移すことはしようとしていない層が、インセンティブ及び口コミに
よってきっかけを得たものと考えられる。
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⑧ ポイント対象プログラムの選定の考え方 （１）効果のあるプログラムを用意する

保険者がポイント対象プログラムを選定するときの一番のポイントは、効果性である。この事業の目的から、１）ポピュ
レーションアプローチ、２）効果の担保（健康度と医療費適正化）が見られるものをポイント対象とすべきであり、単に健診の
受診勧奨や健康関連の講演会の参加といったものだけへの付与では、効果が小さい。

さらに、それぞれのプログラムにおける評価を実施すことにより、プログラム実施者の効果や参加者の継続維持のため
の工夫を促すことが期待される。また、多くの保険者で繰り返し失敗しているのは、「一先ず始めよう」、「無関心層なのであ
まりハードルを上げても参加しない」と安易に事業レベルを低く設定するため、結果的にほとんど成果が得られていないとい
う実情である。また、特定保健事業のハイリスクアプローチのメニューも対象とするのも成果が得やすい。
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⑨ インセンティブ策への参加料の考え方

６市実証実験では、参加３か月後に参加費が有料になった場合のその後の継続有無、及び継続意志を示した者に対
して、いくらくらいまでなら参加するかを調査したところ、全体で６２％が有料でも継続希望を示したのに対し、非継続は１
４％であった。また、有料での継続希望の場合、１か月あたりの費用は４３％が５００円、次いで１０００円（２６％）、３００円
（２１％）の順であった。有料での継続希望が６割を占めたのは、インセンティブによる行動変容バイパスから健康づくりを
開始し、その効果を実感しだすことにより、通常ルートに入り、ヘルスリテラシーやセルフエフィカシーが向上している可能
性が考えられる（次頁図参照）。

無関心層を取り込むためには、参加時の負担は参加費無料や歩数計の貸与など、出来る限り軽くする一方、大人数で
の事業継続という観点からある時期から有料に切り替えることも事業デザインの構築において有用である可能性が示さ
れた。
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⑩ 開始3か月で行動変容バイパスから健康づくりを開始した無関心層も通常ルートでの健康づくりへ

開始３か月で、自覚的な健康意識などに変化がみられている（下図左右）。
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⑪ 開始3か月時点におけるポイント付与が継続に及ぼす影響及び付与額への意識

インセンティブ（ポイント）が、開始後の継続に及ぼす影響を検討したところ、全体で７３％がプラスになると認識していた（下
図左）。これは、本実証実験で付与されているポイントの魅力が機能していることを示唆している。一方、今後ポイント率が低
下した場合の影響は、同額ならば継続が７％に対して、半額でも継続が１８％、半額以下でも継続が２３％であった（下図右）。
さらに、ポイントなしでも継続が３５％を占め、減額可も含めると７６％にものぼった。このことは、参加のきっかけとなるポイント
額と継続のためのポイント額の異なった事業デザインを構築することも可能である可能性を示す。多人数の事業規模になった
場合、ポイント原資の確保が運営側の課題になるため、これらの知見も考慮しながらの設計がポイントとなる。



Copyright © 2015  Kuno Lab., University of Tsukuba. All Rights Reserved 筑波大学 久野研究室

【ストラクチャー評価】

実施体制(関係機関との連携）

事業規模及びターゲットの妥当性

予算の妥当性

地域資源の活用状況

集客策としての広報戦略

ポイント変換方法

【プロセス評価】

参加者の満足度

ヘルスリテラシー

セルフエフィカシー

【アウトプット評価：事業実施量】

参加者数

参加者における無関心層の割合

継続率

ポイント獲得率

健診受診率
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⑫ 健康ポイント策で評価すべき項目の具体例

【アウトカム評価】

１） 短期評価

身体活動量（歩数）

BMI(肥満の指標）

体組成（体重、体脂肪率、筋肉率）

２） 中長期評価（1年単位）

身体活動量（歩数）

BMI(肥満の指標）

体組成（体重、体脂肪率、筋肉率）

健診データの改善度

医療費

介護認定率、介護費

ポイント利用による地域経済効果
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無関心層を動かすためには政策のパッケージ化が必要

アウトカム：無関心層の行動変容による健康長寿と医療費適正化

エビデンスに基づく効果的な政策パッケージ化

インセンティブ

（自助の強化）

コミュニティ単位での
インフルエンサーによる

情報伝達システム

（口コミ）

無関心でも

歩かされてしまう

健康都市づくり

⑬ 無関心層対策においてインセンティブ事業の役割を明確に位置付けることが重要

インセンティブ策で全ての無関心層の行動変容を促せるわけではない。保険者として、インセンティブ策で動かしたい割合
の目標を立て、残りの無関心層対策と併せての政策パッケージとして推し進めることが求められる。
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結論

インセンティブ策は、無関心層を含めた多数の住民における行動変容のきっかけ、及び一定の健康づくりの効果を生み出
す可能性を持つ施策といえる。一方、本施策のみで全ての無関心層を動かせるわけではなく、他の有効な施策（まちづくり、
インフルエンサーによる情報伝達システム化など）との組み合わせが必要である。

成果を出すためには

① 魅力のあるインセンティブを用意すること、得られたポイントの活用も魅力的であること。

② 事業の周知に関して、住民間の口コミが喚起される広報戦略を構築すること。

③ ポピュレーションアプローチとしての自市の健康課題の一定割合を解決できる事業規模（参加者数の設定）を設定する
こと。

④ 参加者の努力のモニター、努力や成果の見える化による継続支援、運営者の事業評価、及び運営負担の軽減のため
には、ICTの活用が必須である。

⑤ 無関心層も含めた多数の住民参加のためには、民間事業も含めた多数のプログラムを用意すること、及びライフ
スタイルで手軽に取り組め、成果も得られるICT健康プログラムが効果的である。

⑥ 庁内体制は、健康づくり関係課のみで行わず、参加者の募集やポイント利用先として、地元経済界（商店街）を始め、
健康・医療関連団体以外の巻き込みも重要であるため、全庁的プロジェクトでの推進が望ましい。

⑦ 事業に一部税金も活用する場合は、ポイントが地元の商店街などでうまく活用されるような工夫を地元民間事業者とも
連携して行うことが望ましい。

⑧ 評価は、健康度に関連する要因、参加者数の規模、無関心層の参加割合、事業継続率などに加えて、医療経済的効果
及び、ポイント利用による地域経済効果など多面的に行うことが望ましい。
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⑭ まとめ


